
 

 

 

 

 

 

 

 

 

独法改革について 
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 資料３  

 

独立行政法人改革の状況について 

 

 

独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針（平成24年 1月 20日閣議決定、以下

「基本方針」という。）を受け、「独立行政法人通則法の一部を改正する法律案（以下、「通

則法改正案」という。）」及び「独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関

係法律の整備に関する法律案（以下、「整備法案」という。）」が第180回国会に提出され、

現在、継続審議となっている。 

 

通則法改正案の主な内容は以下のとおり。 

① 「独立行政法人」の名称を廃止し、「行政法人」の名称とする措置 

② 行政法人制度にふさわしい規律として、 

ⅰ 主務大臣の是正・業務監督命令等の必要な措置の整備、 

ⅱ 監事・会計監査人への法人の業務に関する調査権限の付与、 

ⅲ 各府省におかれる評価委員会を廃止し、主務大臣が評価を行うこととするととも

に、制度所管府省に設置する第三者機関が主務大臣の業績評価等について意見を述

べる等の措置、 

ⅳ 役員の任命・任期・再就職規制等の措置について整備 

③ 中期目標行政法人と行政執行法人の類型ごとに、業務運営に関する規律（目標期間、

主務大臣の関与）等を規定 

 

独立行政法人勤労者退職金共済機構については、基本方針において、金融業務型の成果

目標達成法人（中期目標行政法人）とされたことから、整備法案において、法人の根拠法

である中小企業退職金共済法について、法人の名称、法人分類、役員の任期、評価委員会

への意見聴取等に関する規定の整備を行っている。 

 

                            

 

 





平成24年 1月 20日閣議決定 

独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針（抜粋） 

 

Ⅱ 独立行政法人の制度の見直し 

１．法人の事務・事業の特性に着目した類型化とガバナンスの構築 

⑴ 成果目標達成法人 

成果目標達成法人は、多種多様な事務・事業を実施しており、それぞれに期待される政策実施

機能も様々であることから、各法人が行う事務・事業の特性に着目し、一定の類型化を行った上

で、当該類型に即したガバナンスを構築することとし、その具体的な内容については、別紙で示

した類型に即し、必要に応じ個別法も含めた法制的な対応（ふさわしい名称を含む。）を行う。 

④ 金融業務型 

政策的手段として出融資、債務保証等といった金融的手法による事務・事業を行っている法

人類型 

【構築すべきガバナンス】 

・ 法人の財務状況を専門的に点検する体制の整備を図り、内部ガバナンスをより高度化する。 

・ 金融庁検査がなじむ業務について、主務省と金融庁との連携、検査体制の整備を図った上

で、金融庁検査を導入する。 

 

Ⅲ 独立行政法人の組織の見直し 

 各独立行政法人の組織について高ずべき措置は、別紙のとおりである。 

（別 紙）各独立行政法人について講ずべき措置 

【勤労者退職金共済機構】 

○ 高度なガバナンスの仕組みを措置した金融業務型の成果目標達成法人とする。 

 

平成24年 1月 19日 

行政刷新会議 独立行政法人改革に関する分科会 報告書（抜粋） 

 

（別紙）各独立行政法人について講ずべき措置 

○ 勤労者退職金共済機構 

・ 本法人は、中小零細企業で働く労働者のため、公的な性格を有する中小企業退職金共済制度（中

小企業退職金共済法（昭和 34 年法律第 160 号）に基づき制度の根幹部分を国が決定する）の普

及・運営が主たる業務であって、高度なガバナンスの仕組みを措置した金融業務型の成果目標達

成法人として位置付けることが適当である。 

○ 労働者健康福祉機構及び国立病院機構 

・ 労働者健康福祉機構については、移行に当たって、労災病院関係業務等の真に必要な事務・事

業に限定すべきであり、このような観点から、未払賃金立替払事業は勤労者退職金共済機構に移

管することが適当である。 
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